


賃上げになる
労働者数

2823万人
（労働者の 49.8％）

新たな雇用創出 160.6万人

粗付加価値
（≒GDP）

10.5兆円増
（1.9％上昇）

税収
（国・自治体） ２兆円増

中小・零細企業へ
抜本的な支援を国は

全国一律にしたら「中小企業がつぶれる」と不安の声を聞きます。最低賃
金の引き上げには、労働者の生活安定や経済全体の活性化といった効果が
ある⼀⽅で、中⼩企業へは人件費増など経営に負担がかかります。
地域間格差を解消し、全国一律の最賃制度に変えるため、政府の責任で中
小・零細企業への支援を抜本的に強化することが必要です。

安⼼して実施するために

国の⽀援策が不⾜しているため、地域経済の実情に応じて独⾃の⽀援制度を設け
る⾃治体が広がっています。国の⽀援が充実し、さらに⾃治体⽀援策と合わせれば
中⼩企業・⼩規模事業者は安⼼して賃上げすることができるようになります。

地域間格差解消と引き上げは、国の責任

自治体はすでに動き出している 賃上げのための
補助⾦制度を

つくった⾃治体

岩⼿  秋田  ⼭形  福島

茨城  群⾺  ⼭梨  ⻑野

富⼭  石川  福井  広島

山口  徳島  佐賀  ⼤分

最低賃金 全国一律の
経済波及効果（全国）

労働総研1500円で試算 (2022)

全国一律制＆

最賃大幅UP！

● �物価高騰対策賃上げ支援金�  
対象時期において、従業員の賃金を賃上げ月の前月と比較して１時間当たり60
円以上引き上げ、最低１月以上、引き上げ後の賃金支給実績がある事業所に、従
業員１人当たり６万円、最大50人分（１事業所当たり最大300万円）の支援金。

● �賃金スライド制度� �
民間の賃金水準の変動に応じて指定管理料を見直す「賃金スライド制度」も導入。
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最低賃金の「全国一律」を求める意見書の採択が地方議会で広が
り80議会で採択されています（過去最多）。そもそも、日本の最
低賃金は国際的に見ても低い水準です。海外の先進国では、日本
の倍以上の最低賃金が当たり前。全国一律で最低賃金を大幅に引
き上げることは、働く人の暮らしを支えるだけでなく、地域でお金
が回る好循環を生み出します。最低賃金を全国一律にして引き上
げることは地域任せではなく、国の責任で実現すべき課題です。

最賃大幅UPは、地域を元気にする確かな方法

社会保険料軽減、価格転嫁強化など！

中小企業支援の
提言はこちら
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1,0231,123

2,4712,4462,456 単位：円
最低賃金 
国際比較
全労連調べ

（2025年９月現在）

さらに詳しく知りたい方はさらに詳しく知りたい方は


